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令和3年5月の災害対策基本法改正により，新たな避難情報として警戒レベル5（緊急安全確

保）が導入された．令和4年台風第15号では，政令指定都市として全国2番目となる静岡県浜松

市で警戒レベル5が発令された．本研究では，この事例を対象に，人流・車両・SNSのビッグ

データを活用し，避難情報発令が住民行動と危機認知に与える効果を統計的因果推論手法によ

り定量的に検証した．その結果，警戒レベル4は屋内待機，警戒レベル5は能動的避難という質

的に異なる行動を誘発すること，また，SNS上の危機認知も警戒レベル5でより強く現れること

が示唆された．これらの知見を踏まえ，防災対応の高度化に向けた施策を提言した． 
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デザイン 
 

 

 

１．はじめに 

 

 近年，気候変動の影響により記録的な豪雨・台風

災害が頻発し，都市部でも住民の生命・財産への被

害が深刻化している．こうした状況を受け，令和3

年5月の災害対策基本法改正では，従来の避難指示

（警戒レベル4）に加え，災害の切迫時に発令する

緊急安全確保（警戒レベル5）が新設された1)（図-

1）．改正後，浜松市は令和4年台風第15号において，

政令指定都市として全国2番目に緊急安全確保を発

令した都市となった． 

 一方で，警戒レベルごとに避難情報が住民の行動

や意識にどう作用するかは，発令事例が限られるこ

ともあり，評価・検証がまだ乏しい．避難情報の実

効性を高めるには，その効果を客観的に把握し，発

信方法の設計に活かす必要がある．そこで本研究で

は，住民の行動あるいは意識を捉えることに着目し

た3種のビッグデータ（人流，車両，SNS）を活用し，

避難情報発令が住民の行動と意識の両面に与える因

果効果を実測データに基づき定量的に明らかにする

ことを目的とする． 

 

 

２．使用データ 

 

 対象は，令和4年台風第15号が発生した令和4年9

月23日～24日の2日間における浜松市及び磐田市の

実測データである．両市では複数の河川が氾濫危険

水位を超過し，敷地川の破堤氾濫や，都市部での道

路冠水・住宅浸水が相次いだ．浜松市では，9月23

日18時30分の堀留川流域への避難指示（警戒レベル

4）発令を皮切りに，芳川・安間川・馬込川等の各

流域へ順次避難指示が発令された．その後，同日22

時10分に芳川・安間川流域で緊急安全確保（警戒レ

ベル5）が発令され，他の流域についても順次警戒

レベルの引き上げが行われた．避難情報発令区域を

図-2に，発令の時系列を表-1に示す． 

 

 
行動を促す情報河川水位住民がとるべき行動状況警戒

レベル
緊急安全確保

（市町村長が発令）氾濫が発生！命の危険 直ちに安全確保！災害発生
又は切迫５

＜警戒レベル４までに必ず避難！＞
避難指示

（市町村長が発令）氾濫危険水位危険な場所から全員避難災害の
おそれ高い４

高齢者等避難
（市町村長が発令）避難判断水位危険な場所から高齢者等は避難災害の

おそれあり３

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

水防団出動の目安
氾濫注意水位自らの避難行動を確認気象状況悪化２

早期注意情報（気象庁）
水防団が出動の準備を行う目安水防団待機水位災害への心構えを高める今後気象状況

悪化のおそれ１
 

図-1 避難情報 警戒レベル一覧表 



 

 

(1) 人流データ 

 避難情報発令に対する住民の行動を捉えるデータ

として，株式会社ブログウォッチャーが提供する人

流データを用いる．このデータは，特定のスマート

フォンアプリ（合計140以上）において位置情報の

利用を許諾したユーザーの緯度・経度座標を基に集

計されたものである2)．本研究では，このデータを

250 mメッシュ・30分間隔で集計し，滞在人数を算

出した（合計7840メッシュ）．また，発災1週間前

の同曜日・同時刻を基準値とし，その比率をアウト

カムとして用いた． 

 

(2) ETC2.0プローブデータ 

 住民の行動を捉えるもう一つのデータとして

ETC2.0プローブデータを用いる．国土交通省が保有

するこのデータは，車載器から取得される車両の位

置情報を基に集計されたものであり，概ね200 m間

隔で位置を記録する．人流データと同様に，250 m

メッシュ・30分間隔で集計して車両台数を算出し，

発災1週間前の同曜日・同時刻を基準値とした比率

をアウトカムとした． 

 

(3) SNSデータ 

 行動に加え，住民の意識（危機認知）を捉える

データとして，株式会社 JX通信社が提供する

FASTALERTデータを用いる．FASTALERTは，X等のSNS

投稿から，災害関連のリスク情報をAIと有人監視に

より解析・検証し，リアルタイムに配信するシステ

ムである3)．本データには投稿テキスト，画像，日

時，位置情報等が含まれ，本研究では水害関連投稿

の件数を分析対象とした． 

 

 

３．分析手法 
 

 避難情報の発令はランダムではなく，危険度の高

い地域に優先的に，かつ河川ごとに異なるタイミン

グで行われる．そのため発令の有無を単純に比較す

ると，発令効果と地域固有のリスクの高さが混同さ

れてしまう．本研究では，この選択バイアスに対処

する2つの統計的因果推論手法を用いる．イベント

スタディは発令後の効果の時間的な推移（トレン

ド）を捉える手法であり，回帰不連続デザインは発

令の瞬間に生じる非連続な変化（ジャンプ）を捉え

る手法である．人流・車両データには前者を，発令

を境に反応が切り替わるSNSデータには後者を用い

た． 

 

(1) イベントスタディ 

 イベントスタディは，発令時刻が地域ごとに異な

ることを利用し，各メッシュの発令時刻を基準とし

た相対時間軸（イベントタイム）上に観測値を並べ

替えることで，発令前後の変化を推定する手法であ

る．回帰モデル式は以下の通りである． 

 
  (1) 

 

 ここで， は結果変数， は相対時間 を示す

ダミー変数であり，メッシュ固定効果 と時間固定

効果 により，地域固有の特性や全体に共通する時

間変動を制御した上で，発令からの相対時間 ごと

の効果 を推定する． 

 警戒レベル4・5それぞれについて，処置群・対照

群の定義と分析期間は表-1のパネルA・Bに示す．発

令前の係数がゼロ近傍で推移していれば，平行トレ

ンドの仮定が支持されたとみなせる．また，発令後

の係数を時間軸に沿って追うことで，効果が即座に

現れるか遅れて現れるか，どの程度持続するかとい

う動的な経路を把握できる点が特徴である． 

 

(2) 回帰不連続デザイン 

 回帰不連続デザインは，あるカットオフ（閾値）

を境に処置の有無を決める状況で，そのカットオフ

前後の非連続的な変化を処置効果とみなす手法であ

る．イベントスタディが効果の時間的推移を追うの

に対し，本手法はカットオフ近傍の局所的な変化そ

のものを検出する点に特徴がある．基本モデルは以

下の通りである． 

 

 (2) 

 
※浜松市は再編前の行政区を示す（令和4年時点）． 

図-2 令和 4 年台風第 15 号 浜松市・磐田市における 

避難情報発令区域 

 

表-1 避難情報発令時系列表 

 
 



 

 

 

 ここで， は結果変数， はダミー変数， は割

当変数（時間）， は警戒レベル4・5の発令時刻で

あり， が推定したい発令の効果を表す． 

 

 

４．分析結果 
 

(1) 警戒レベルごとの人流・車両の変化 

 イベントスタディの結果，警戒レベル4と5では住

民の行動が明確に異なる方向へ動くことが分かった．

推定結果を図-3及び表-2に示す．警戒レベル4発令

後は滞在人数が増加した一方（30分後で約+3.4 %，

2時間後で約+7.7 %），車両台数には有意な変化が

みられなかった．これは，避難指示が住民を屋内へ

退避させ，その場にとどまらせる「屋内待機」を促

したことを示している． 

これに対し，警戒レベル5発令後は滞在人数が発

令直後から減少し（1～2時間後で約−8～11 %），車

両台数は1.5時間ほど遅れて増加に転じ，4.5時間後

には約+50 %まで達した．この時間差は，豪雨によ

る道路冠水・渋滞で車両避難の実行が遅れたためと

考えられる．実際，避難所来訪者数と周辺のETC2.0

駐車台数の間に正の相関がみられたことも，この増

加が実際の避難行動を反映している可能性を裏付け

ている（図-4）．すなわち，警戒レベル4は「様子

見」，警戒レベル5は「切迫・能動的避難」という，

強弱ではなく質的に異なる反応を誘発することが示

唆された． 

 

(2) ハザードマップによる異質性 

 避難情報への反応は，事前の危機認知に応じて異

なりうる4)．本研究では，洪水ハザードマップの内

外に位置するメッシュ間で，避難情報発令後の行動

に差異がみられるかを検証した．図-5に，代表して

車両台数のイベントスタディ推定結果を示す． 

警戒レベル4発令後は，ハザードマップ区域内外

で反応の方向自体が逆転し，車両台数はハザード

マップ区域内で増加した一方（発令3時間後で約

+16.6 %），ハザードマップ外では減少した（同時

点で約−14.2 %，統計的に有意）．警戒レベル5発令

後は，両エリアともに車両台数が増加に転じ，増加

幅はハザードマップ内でより大きいものの（発令

4.5時間後で約+73.7 %），ハザードマップ区域外と

の差は信頼区間が重なり統計的有意差は確認されな

かった．これらの結果は，ハザードマップによる事

前の危機認知がより能動的な避難行動に影響しうる

ことを示唆している． 

 

(3) 警戒レベルごとのSNSの変化 

 水害関連SNS投稿件数の推移に加え，避難情報発

令前後における回帰不連続デザイン推定結果を図-6

及び表-3に示す．警戒レベル4発令時の投稿増加は

4.34件（非有意）にとどまったのに対し，警戒レベ

ル5発令時は17.08件（1 %水準で有意）と大きく増

加した．行動データで確認された「警戒レベル5で

より強い反応」という傾向は，SNS上の危機認知に

も一致してみられ，より高い警戒レベルの発令ほど，

住民の反応をより強く促すことが示唆された． 

 
図-4 避難所来訪者数と ETC2.0 駐車台数の相関 

 

 
※式(1)の推定係数（信頼区間95%）を示す． 

図-5 ハザードマップによる異質性 
 

 

 
※式(1)の推定係数（信頼区間95%）を示す． 

図-3 避難情報発令の効果 

 
表-2 イベントスタディによる推定結果 

 



 

 

 

５．防災対応の高度化に向けた施策の提言 
 

 以上の知見から導かれる施策を，平時の備えと

有事の情報発信の両面から整理する． 

 

(1) 警戒レベル4段階での行動の遅れと自分事化 

 警戒レベル4（避難指示）は危険な場所にいる全

員の避難を求める情報であるが1)，本研究の結果で

は，この段階では住民の多くが様子見に留まり，警

戒レベル5発令後に能動的な避難が生じている．こ

れは正常性バイアスにより住民が水害リスクを自分

事として認識できていない可能性が考えられ，事前

のリスク情報の拡充と自分事化の促進が課題となる．

この点は，ハザードマップ区域内で警戒レベル4の

段階から早期の反応がみられた本研究の結果とも整

合しており，事前のリスク周知が行動変容を促進す

る可能性を示唆している． 

 

(2) 平時の施策：多段階の浸水想定と分かりやすい

情報発信 

 自分事化を促す具体策として，リスク情報そのも

のの高度化が挙げられる．現行のハザードマップは

想定最大規模降雨を対象とするため，住民が自らの

浸水リスクを具体的にイメージしにくい可能性が考

えられる．より発生頻度の高い降雨規模に対応する

「多段階の浸水想定図」や「水害リスクマップ」の

普及啓発は，ハザードマップ区域内外の行動差とい

う本研究の知見を政策的に発展させるものと言える．

併せて，令和8年5月に運用開始された新たな防災気

象情報のような分かりやすい情報体系への転換も，

自分事化の促進に資するものと考えられる． 

 

(3) 有事の施策：リアルタイムSNS情報を活用した

避難支援 

 SNS投稿は警戒レベルの引き上げに呼応して増加

する傾向が確認された．浜松市・磐田市も導入する

FASTALERT3)のようなリアルタイムSNS情報収集サー

ビスを活用すれば，災害リスクが切迫した地域をタ

イムリーに特定でき，行動変容が遅れがちな警戒レ

ベル4の段階で重点的に情報発信・支援を行うこと

で，避難行動を促す実務的な手立てとなりうる． 

 

 

６．まとめ 
 

(1) 課題 

 本研究は浜松市における1事例（夜間・内水氾

濫）に基づくものであり，結論の一般化には他の水

害事例を対象とした追加検証が必要である．また，

人流・車両データは個人属性を含まないため，誰が

どのように避難したかは特定できていない．加えて，

警戒レベル5発令後にみられた車両台数の増加も，

避難のための流出だけでなく，帰宅行動や渋滞回避

といった動きが混在している可能性がある．本研究

の集計データからはこれらを分離できていないため，

能動的な避難行動の活発化と断定することはできな

い．人流データについても，避難者，帰宅者，流入

者，外出自粛者，垂直避難者などが混在しており，

特定の行動のみを取り出せているわけではない． 

 

(2) 今後の展望 

 今後は，OD（起点・終点）データを用いて危険エ

リアから離れる方向や避難所へ向かう方向のフロー

を識別し，避難のための流出と帰宅等に伴う流入と

を分離することで，避難行動をより直接的に把握す

る分析へと発展させたい．併せて，観測所の河川水

位，道路冠水情報等をコントロール変数として組み

込み，気象・インフラ要因を除いた避難情報の効果

をより精緻に識別することも目指したい．こうした

精緻化と複数の水害事例でのデータ蓄積を通じて，

警戒レベル4の段階から住民が主体的に避難行動を

取れるような情報発信方策について，より普遍的な

知見を得ることが期待される．また，避難情報がも

たらす便益の経済的評価（VOI分析）も，今後の重

要な検討課題としたい． 
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図-6 水害関連 SNS 投稿件数の推移 

 
表-3 回帰不連続デザインによる推定結果 

※(  )はロバスト標準誤差，***は有意水準1 %を表す． 
 推定係数 

（警戒レベル4） 4.34 (3.66) 

（警戒レベル5） 17.08*** (3.33) 
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